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217国会で成立した労働関係法律（1）
労働安全衛生法等、
公益通報者保護法

労働法令

実務資料

2025年賃上げ・
夏季一時金の最終結果

本誌特別調査

退職金・年金制度の
最新実態
【前編】退職金・年金制度の内容と支給状況
（労務行政研究所）

東京ガス
企業事例  ─人的資本経営実践事例シリーズ

労災年金給付等のスライド率を改定、令和7年8月1日から適用 等
労働法令

業務上作成し会社のサーバーに保存したファイルに関する利益は、財産的価値を否定すべき特段の事情がない限り、会社の法律上保護される利益である
（日亜化学工業［原告］事件　徳島地裁　令 7. 1.16判決）

労働判例

●IT部門の社員が眼精疲労等を理由に異動を申し出てきた場合、応じなければならないか
●社員の無断欠勤により会社に損害が発生した場合、当該社員に損害賠償を請求できるか
●「闇バイト」への応募を防ぐため、30歳未満に限り副業を許可制にしてもよいか
●公共交通機関の計画運休が実施された日に出社した社員をねぎらうため、手当を支給することは問題か
●アトピー性皮膚炎等のアレルギー性疾患がある社員に対して、会社は配慮をしなければならないか
●懲戒処分を検討中のハラスメント加害者から退職の申し出があった場合、どう対応すればよいか
●団体交渉で経営者の出席を求められた場合、応じる必要はあるか
●従業員代表の立候補者がいない場合、会社が指名することは問題か

相談室Q&A
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